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成 27 年度から数年間かけて 20%台へ引き下げるとともに、課税ベースの拡大や代替財源の
確保へ向けた議論が行われている1)。これは、近年、諸外国において、加速する法人税率の
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引下げ競争に大きく影響された改革案である。すなわち、OECD・EU 加盟国では、1990 年
代から 2000 年代にかけて、「税の競争」（tax competition）が激化しており、各国は、持株
会社の誘致を競う「魅力的な税制」（attractive tax regime）の構築へ向けた法人税改革に乗り











































































のブループリント』（Blueprints For Basic Tax Reform）、1976 年にスウェーデンで『累進支







得がある A と B のうち、①A は若年期に全額消費する、②B は若年期に所得の半分を貯蓄した




涯を通じて見た場合に、B は A よりも 16(=80×20%)万円多く所得税を納付することになる。 
次に、消費に課税する場合を考える。若年期に 2,000 万円を消費してしまう A の税負担は、
400(=2,000×20%)万円である。一方、B は、若年期に 200(=1,000×20%)万円の税負担が生じ、
老年期の貯蓄は 10%の利子がつくので 1,100(=1,000×1.1)万円となる。結果的に、B は、若年
期に 200 万円、老年期に 220(=1,100×20%)万円の税負担が算出され、B の負担額 420(=200＋
220)万円が A の負担額を上回るように思われる。しかし、利子率 10%に着目すれば、老年期の



























表 1 企業の資金運用 
源 泉 使 途 
実物取引 R 
 売上 + 資産売却額 
実物取引 R 
  経常費用 + 投資費用 
金融取引 F 
 借入れ + 金融資産の売却 + 受取利子 
金融取引 F 
 借入れの返済 + 金融資産の取得 +支払利子 
資本取引 S 
 新株発行 + 受取配当  
資本取引 S 






                           R+F+S+T  = 
 
R+F+S+T 

































ている。その一例として、近年注目されているのが法人株式控除（allowance for corporate 
equity : 以下、ACE）であり、ACE は、前述の R+F ベースのキャッシュフロー課税と税等価
な制度であるといわれている15)。 
たとえば、投資額 200 を即時償却した事業年度では、200 の損金算入が可能となる。ACE
の理論に基づけば、取得年度に償却せず、翌事業年度に償却する場合には、残存している 200
の資本から発生する費用は、200 にみなし収益率を乗じた金額となる。みなし収益率を r と
すると、翌事業年度には、200r の費用が発生したことになる。この年に償却をすると、損金
算入額は、200r+200=200(1+r)となる。 
次に、2 年目と 3 年目にそれぞれ 100 の償却を行った場合を想定する。上記の算式を参考
にすると、当該投資額 200 に対する 2 年目の損金算入額は、200r+100 となる。3 年目の資本



























以下である場合には、過少資本税制が適用される（租税特別措置法第 66 条の 5 の 2 第 1 項・









ACE は、1991 年に英国の「財政学研究学会」の資産課税研究グループ（Institute for Fiscal 
Studies Capital Taxes Group）によって提案され、負債に対する利息の控除をこれまでどおり認
める一方で、株式に係る「機会コスト」（opportunity cost）相当分の税額控除（tax relief）を
















表 2 に示されるように、この株式控除を採用する ACE 制度の下では、株主資本と内部留
保に対する中立性も確保される21)。たとえば、企業が 1,000 ポンドのキャピタルゲインを得
て、それを 1 年目に実現するか、2 年目に実現するかを選択する場合、1 年目から 2 年目にか
けての資産の運用収益率を 10%と仮定する22)。現行の法人税では、企業が 1,000 ポンドのキ
ャピタルゲインを生み出した場合、それを実現すれば 35%の法人税が課され、手元に
650(=1,000－350)ポンド残る。これを 1 年間運用すれば 10%の収益が得られ、65(=650×10%)
ポンドの収益が発生するため、この 65 ポンドに対し課税が行われる。その結果、2 年間の総
収益は 692.25(=650＋65×65/100)ポンドとなる。一方、1 年目に企業がキャピタルゲインを実






わりに株主基金に 650(=1,000－1,000×35%)ポンドが計上される。2 年目には総収益 65 ポン
ドに対して株式控除が 65(=前期の 650×10%)ポンドが使えるため、課税所得はゼロとなる。
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表 2 キャピタルゲインに対する ACEの効果 
                            （単位：ポンド） 
 現 行 法 ACE 制度 
1 年目 
 実 現 未実現 実 現 未実現 
キャピタルゲイン 1,000 1,000 1,000 1,000 
課税所得金額 1,000 0 1,000 0 
支払税額（×35%） 350 0 350 0 
株主基金   ＋650 0 
2 年目 
現金/資産価額 650 1,100 650 1,100 
現金収入 65 0 65 0 
課税所得金額 65 1,100 65 1,100 
株式控除   65 0 
支払税額（×35%） 22.75 385 0 385 
収益 692.25 715 715 715 
出所：Institute for Fiscal Studies Capital Taxes Group, Equity of Companies: A Corporation Tax for the 1990s, 
Institute for Fiscal Studies, 1991, p.30. 
 









歪みを与える。そこで、英国型二元的所得税（UK dual income tax）は、個人所得の区分を勤
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3.4 包括所得課税に基づく中立的課税の実現 
包括的事業所得税（comprehensive business income Tax : 以下、CBIT）は、1992 年にア
メリカ財務省の報告書である『個人及び法人税制度の統合、事業所得に対する一回課税』















1992 年に提案された CBIT では、すべての事業が課税対象となり、CBIT が課される事業
体（以下、CBIT 事業体という）に対しては、支払利子の控除が認められない。その一方で、
CBIT 事業体から収受する利子所得および配当所得は、受取側が CBIT 事業体であるか否かに
関わらず、課税対象から除外される。その際、配当免除勘定（excludable dividend account : 以
下、EDA と略す）を設け、配当に対する課税を法人段階で完結させた。たとえば、100 の課
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